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 論文内容の要旨
 わが国の信託法は, 信託業法とともに大正 11 年に制定されたものであるが, 信託の観
 念は必ずしも馴染みのあるものではなく, 大陸法的な私法秩序の中では 「水の上に浮かぶ
 油のように異質な存在」 と評されてきた ものである。 本論文は, この 「異質性」 が何に起
 因しているか, そ して, 大陸法系の民法に整合的な信託がいかに構成されうるかを, 主と
 して ドイ ツにおける信託の扱いを素材に, 検討しようとするものである。 以下, 章を追っ
 て概観する。
 第1章では, わが国の信託法, および, これに関する議論が整理される。 わが国の信託
 法学説の多数は, 受益権を債権と捉えつつ, 受益権に物権的救済が認められていることを
 正当化することに苦慮 し, 大陸法的所有権支配とは別の異質な法理を導入せざるを得なか
 ったとして, 信託法は, 大陸法由来の私法制度の中にあって英米法由来の特殊な制度と考
 え られてきたことが明 らかにされ る。
 氏は, 今後利用拡大が予想される信託を, このような大陸法的所有権支配と異質なもの
 と して捉えることを問題祝し, 大陸法に近づけた信託を構成すべく, 大陸法系の民法典を
 有 し, かっ独自 に信託理論を発展させた ドイ ツ法の研究へと向かう。
 第2章では, 比較対象として, ドイ ツの信託 (トロンハイ ト) をとりあげ, そこに受託
 者への完全権移転とその債務法的拘束という構成のローマ法的信託と, 委託者・受託者双
 方に物権が分属する ゲルマ ン法的信託の対立と発展の歴史を見いだ している。 最終的には,
 ジーベル トによって集大成された折衷的な信託像にた どり つく が, その信託像は, ローマ
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 法的信託とゲルマン法的信託の集合であって, 一方では, ローマ法的信託に公示原則を厳
 格に適用 して委託者を保護するとともに, 他方でゲルマ ン法的信託において委託者に所有
 権を残す授権行為を承認するものであったとす る。
 第3章は, ドイツ法における信託の現代的状況を紹介するもので, 多様化する信託のう
 ち, 他人口座・信託口座・投資会社法にかかわる問題群の法的検討が行われている。 この
 中では, とりわけ信託財産の受託者の倒産からの隔離による委託者保護が問題となるが,
 隔離の要件について, ドイツにおける法の発展的形成を主たる根拠とする信託財産につい
 ての公示必要説, 英米 トラス ト法理を参考に信託財産の特定性のみで充分であるとする説,
 直接性の原則を固持する BGH の立場が互いに対立 し, 混迷の度を深めていることが示さ
 れる。 しか し, 本論文では, 一方で, 信託の濫用を警戒 しつつ, 委託者の保護と受託者の
 債権者の保護という相反する要請を調整するために, ローマ法的信託を中心にゲルマン法
 的信託の要素である公示原則を加味 して形成された, 受託者所有権プラス債務法的拘束の
 公示という ドイ ツの信託の発展形態にこそ, 日本信託法の進むべき姿を見いだ している。
 第4章では, 以上の検討をふまえて, 信託法の日独比較から, いくつかの示唆を引き出
 している。 まず, 日本の自益信託に関しては, ドイ ツ流の信託構成によって適切な問題処
 理が可能になること。 第2に, 他益信託においては, 日本法では受託者破産の場合にも信
 託が継続する余地があり, とりわけ解除権を留保せずに複数受益者を設定することによっ
 て誰にも解除いがたい永続的信託を生み出し得, この こ. とが信託の 「異質性」 を生み出し
 ているのではないかという。 その上で, 信託の持続性は, 取引会社から隔離された財産を
 生み出 したり, 封建的世襲財産・家産維持に用いられる可能性も指摘され, 民事信託の活
 用 において, その目的設定の評価が重要となる旨が指摘される。
 最後に, 残された課題として, 後継ぎ遺贈な どに見られる 「条件付き所有権」 問題や,
 処分制限違反を含む受託者の義務内容, 隠れた取立委任裏書, 担保権としての譲渡担保と
 の機能比較な ど, よりひろく財産管理における物権的支配と債権的支配の交錯場面へと検
 討を進めるべきことが述べ られて いる。
 論文審査結果の要旨
 以上のように, 本論文は, 大陸法を基礎においた財産法秩序の中で, 信託がいかなる形
 で機能すべきかを, ドイ ツ法を参考と しなが ら, 極めて詳細に検討するものであり, 歴史
 的経緯をふまえての堅実な理論構成が追及されている。 本論文では, 大陸型信託の一つの
 モデルを大局的に提示することに成功 しており, その学術的価値は高 い。
 信託は, ある財産を一定目的のために受託者に移転 し, 受託者はその財産について管
 理・処分する義務を負うものであるが, 受託者に対する財産移転とは相容れない効力が信
 託法によって規定されている。 委託者の責任財産から離脱し, 同時に, 受託者に財産が帰
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 属 しないかのように扱われる信託財産の独立性は, 一般私法秩序に多く の問題を投げかけ
 ることになる。 破産法上, 破産者の責任財産に属するかどうかは, 破産者がその物を所有
 しているかを原則的基準と し, 強制執行に対する第三者異議の訴えが認められるかどうか
 も, 執行対象財産の帰属を基準とするからである。
 このような信託法上の権利関係発生の根拠について, これまで学説の多く は政策的配慮
 や, 信託法が英米法由来の特殊な制度であるとすることによって説明してきた。 近時, 大
 陸法の制度と整合的に捉えようとする研究が始まったものの, 同研究においてもなお所有
 権の所在を尊重する民法体系と信託法との接合が十分に図られているとは言い難い。 判例
 の進展や信託法の改正作業により, 信託が社会的に拡大する傾向が見られる中で, 信託の
 本質をめぐる議論の重要性はますます高まっているといえよ う。 とく に, これまで受託者
 は, 信託銀行のみであったが, 今後はそれ以外の者が受託者となる可能性が増大している
 ところ, 信託は必ずしも公示されるわけでないことから, 委託者・受託者の債権者にとっ
 て, 信託の成否や効力如何によって, 取引会社に多く の不安定材料が持ち込まれるからで
 ある。
 本論文における, ドイ ツ法の検討によれば, ある者に財産が帰属するかどうかは, その
 物の所有権の 「所在」 によるのが原則であり, 信託はその例外にあたることが分かる。 ド
 イツの判例は, 実質的考慮によって, 委託者に取戻権・第三者異議権を認めるが, 直接性
 の原則と公示の原則と, 信託の必要性を総合的に考慮 しており, そこでの実質的判断は,
 わが国の信託の運用 を考える上でも大いに参考になるものであろ う。
 もっとも, 大陸法と英米における信託の比較検討が主題である以上, 英米法上の信託に
 ついての内在的検討が必要であるが, 本論文では必ずしも充分ではない。 しか し, 氏の問
 題意識は, さらに進んで, 財産管理における物権的支配と債権的支配の交錯領域につなが
 るものを示唆しており, 今度の研究の発展性をうかがわせる。 いずれにせよ, 本論文が,
 その課題に関する分析, 検討において優れているだけでなく, 今後の信託法のあり方を考
 える上で貴重な視座を提供するものであること は疑いない。
 以上により, 本論文を博士 (法学) の学位を授与するに値するものと認める。
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